総政第73号様式その１

（第３条第２項、第５条第１項）

	都道府県
	指定地域名
	事業種目
	助成区分

	
	
	船揚場整備事業
	


　　　　年度
（　）地区船揚場整備事業設計書
（船揚場整備事業変更設計書）
　　　　　　　　年　　月　　日
事業主体　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名（法人の場合は名称）　eq \o(○,印)印　　
　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　設計書は、事業種目、事業主体及び事業実施箇所の異なる別個の計画ごとに作成すること。
　　　３　設計書の作成に当たっては、事業内容及び積算の基礎を明らかにすること。
　　　４　設計書に用いる数量の表示は、次によるものとし、単価表及び構造図においては小数点以下３位を四捨五入し、その他の表においては小数点以下２位を四捨五入すること。
　　　　　長　　　さ：ｍ又はcm

　　　　　重　　　量：kg又はｇ。ただし、数量の大きなものは、ｔとする。
　　　　　面　　　積：㎡
　　　　　体　　　積：ｍ3
　　　　　職工、人夫：人
　　　５　この様式中「助成区分」欄には、補助単独、補助融資併合又は補助起債併合の別を記載すること。
　　　６　この様式には、縮尺100分の１ないし200分の１の設計図、平面図（機械を設置する場合は、その配置も記入したもの）、正面図、側面図及び計算図、国土地理院の発行した縮尺50,000分の１の地形図に事業施行箇所を明示した位置図及び関連する現有施設と計画施設を区分して表示した付近見取図を添付すること。
　　　７　箇所別事業実施計画書は、次の事項に留意の上作成すること。
　　　　(１)　「事業の概要」として、当該事業の規模、構造等事業計画の概要を記載すること。
　　　　(２)　「事業の効果」として、期待される当該事業の直接的効果について生産力の増加、経営の改善その他を計数をもって具体的に記載すること。
　　　　(３)　「運営管理計画」として、事業完了後における当該施設の管理方法等を具体的に記載すること。
　総政第73号様式その２

（第３条第２項、第５条第１項）

１　設計説明書
	事業種目
	
	事業実施箇所
	

	事業量及び経費
	

	工事の概要
	

	施行方法
	

	施工期間
	

	管理主体名
	

	設計者氏名
	（官職又は建築士等の等級）

	備考
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　「工事の概要」欄には、工事全体の内容を明らかにするように工事の仕様について具体的に記載すること。
　　　３　「施行方法」欄には、直営、請負の別を記載すること。
　　　４　「施工期間」欄には、着手及び完成予定年月日を記載すること。
　　　５　「管理主体名」欄には、工事完成後の管理主体の名称を記載すること。
　　　６　「設計者氏名」欄には、氏名のほか職名、建築士等の等級を記載すること。
　　　　　設計者の資格については、建築士法（昭和25年法律第202号）の規定により資格に制限があるので留意すること。
　　　７　変更設計の場合は、「備考」欄に変更の内容を記載すること。
　総政第73号様式その３

（第３条第２項、第５条第１項）

２　経費内訳書
	工種又は費目
	数量
	単位
	単価
	金額
	備　　　　考

	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　本工事及び工事雑費は、それぞれ小計をとり、最後に工事費の総額を記載すること。
　　　３　数量、単位、単価を表示し難いものは、金額のみを記載し、費目別の明細書を添付してその内容を明らかにすること。
　　　４　「金額」欄には、円未満を切り捨てた数値を記載すること。
　　　５　「備考」欄には、単位当たりの算出根拠を明示すること。
　総政第73号様式その４

（第３条第２項、第５条第１項）
３　○○費明細書
	工事種類
	材　料
	規　格
	数　量
	単　位
	単　価
	金　額
	備考

	
	
	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　主要な工種につき各工作物の内容を明示するように作成すること。
　　　３　「金額」欄には、円未満を切り捨てた数値を記載すること。
　総政第73号様式その５

（第３条第２項、第５条第１項）

４　単価表
	名　　　　称
	寸　法
	数　量
	単　位
	単　価
	金　額
	備　　　　　　考

	
	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　この様式は、明細書を作成するものについてはその種目別ごとに、その他については必要な工種ごとに作成すること。ただし、建築物等において工種別に単価を作成することが困難な場合は、省略することができる。
　　　３　「単価」欄には、円未満を四捨五入した数値を記載すること。
　　　４　「金額」欄には、円未満を切り捨てた数値を記載すること。
　　　５　単位の低いものは、10又は100当たりの単価表とすること。
　　　６　歩掛は、基礎単位を基準として「備考」欄に記載すること。
　　　７　資材単価及び特殊の歩掛にあっては、その算出基礎及び参考事項を明記すること。
　総政第73号様式その６

（第３条第２項、第５条第１項）

５　数量計算表
	　箇　　　　　　　　　所　
	構　　　　　　　　　　　　　　　造

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
２　この様式は、構造図を作成しない工種ごとにその面積、体積、延長を記入計算し、箇所ごとの小計及び総体の合計を記載すること。
　総政第73号様式その７

（第３条第２項、第５条第１項）

６　工事雑費明細書
	名　　　称
	摘　要
	数　量
	単　位
	単　価
	金　額
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　補助の対象となる経費の区分ごとにそれぞれ小計を、及び総体の合計を記載すること。
　　　３　「諸経費」及び「その他工事雑費」については、特に経費の内訳を明記すること。
　　　４　「摘要」欄には、寸法、形状等必要事項を記載すること。
　　　５　「単価」及び「金額」欄には、円未満を切り捨てた数値を記載すること。ただし、単位の低いものは10又は100当たりの単価を記載すること。
　　　６　「備考」欄には、用途その他必要な事項を記載すること。
　総政第73号様式その８

（第３条第２項、第５条第１項）

７　労務資材調書
	　　　工事種類
労務資材　　　
	
	
	
	
	計
	単位
	単価
	金額

	
	
	
	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　この様式は、労務、資材ごとに小計を付け、誤差（備考に計算途中の切捨て等により生じた誤差を明記すること。）を加えた合計を記載すること。
総政第73号様式その９

（第３条第２項、第５条第１項）

　８　機械器具資材購入費調
	品　　　　目
	型式、銘柄、
品質、等級
	数量
	単価
	金額
	備　　　　　　　考

	
	
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　注　１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請する場合に使用すること。
　　　２　「単価」欄には、円未満を四捨五入した数値を記載すること。
　　　３　「金額」欄には、円未満を切り捨てた数値を記載すること。
